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○潮来市地域生活支援事業実施規則 

平成１８年１１月１３日 

規則第２１号 

改正 平成２５年６月１０日規則第２６号 

平成２８年２月１０日規則第３号 

平成２８年３月２４日規則第１１号 

（目的） 

第１条 この規則は，障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）がその有する能力及

び適性に応じ，自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう地域の特性や利用

者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的かつ効果的に実施し，もって障害者

等の福祉の増進を図るとともに，障害の有無に関わらず市民が相互に人格と個性を尊重し

安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とし，障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」

という。）第７７条の規定による地域生活支援事業の実施に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（平２５規則２６・一部改正） 

（事業の内容） 

第２条 市は，法第７７条第１項の規定に基づく地域生活支援事業として，次に掲げる各事

業について，別に実施要綱を定めて実施するものとする。 

（１） 理解促進研修・啓発事業 

（２） 自発的活動支援事業 

（３） 相談支援事業 

（４） 成年後見制度利用支援事業 

（５） 意思疎通支援事業 

（６） 日常生活用具給付等事業 

（７） 手話奉仕員養成研修事業 

（８） 移動支援事業 

（９） 地域活動支援センター事業 

２ 市は，法第７７条第３項の規定に基づく地域生活支援事業として，次に掲げる各事業に

ついて，別に実施要綱を定めて実施するものとする。 

（１） 訪問入浴サービス事業 
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（２） 日中一時支援事業 

（３） 社会参加促進事業 

（４） 巡回支援専門員事業 

（５） その他事業 

（平２８規則３・一部改正） 

（実施主体） 

第３条 前条に掲げる地域生活支援事業の実施主体は，潮来市とする。 

２ 福祉事務所長は，各事業の全部又は一部を，適切な事業運営を行うことができると認め

る社会福祉法人等で，潮来市に潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者として登録さ

れた事業者（以下「登録事業者」という。）又は委託事業者に実施させることができる。 

（平２８規則３・一部改正） 

（サービス提供事業者の登録） 

第４条 潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者としての登録を受けようとするもの

は，潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者登録申請書（様式第１号）に，次に掲げ

る事項を記載した書面を添えて，福祉事務所長に申請するものとする。 

（１） 当該事業所の管理者の氏名，経歴及び住所 

（２） 当該事業所の潮来市地域生活支援事業サービス提供責任者の氏名，経歴及び住所 

（３） 当該事業所の運営規程 

（４） 当該事業所の利用者及びその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

（５） 当該事業所の当該申請に係る潮来市地域生活支援事業のサービス提供に従事する

者の勤務の体制及び勤務形態 

（６） その他潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者の登録に関し福祉事務所長が

必要と認める事項 

２ 福祉事務所長は，前項に基づく申請内容を審査し，当該申請事業者が潮来市地域生活支

援事業を効果的かつ継続的に実施することができると認めた場合は，当該事業者を潮来市

地域生活支援事業サービス提供事業者として登録するものとする。 

３ 福祉事務所長は，前項の規定による潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者の登録

を行ったときは，登録事業者に潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者登録決定通知

書（様式第２号）により通知するものとする。 

（平２８規則３・一部改正） 

（登録事業者の変更等） 



3/5 

第５条 登録事業者は，第４条第１項の申請書の記載事項及び同条第１項第１号から第３号

までに掲げる事項に変更があったときは，潮来市地域生活支援事業サービス提供事業者登

録事項変更届出書（様式第３号）により，速やかに福祉事務所長に届出なければならない。 

２ 登録事業者は，当該事業を廃止し，休止し，又は再開したときは，潮来市地域生活支援

事業サービス提供廃止・休止・再開届出書（様式第４号）を速やかに福祉事務所長に届出

なければならない。 

（平２８規則３・一部改正） 

（対象者） 

第６条 地域生活支援事業の対象者は，次の各号のいずれかに該当する者で，その者又はそ

の者の保護者が市内に居住地（居住地を有しないとき，又は明らかでないときは，現在地。

以下同じ。）を有する者とする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害者 

（２） 身体障害者福祉法第１５条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた児童 

（３） 県から療育手帳の交付を受けた者又は療育手帳の交付を受けていない児童で，早

期の療育が必要と福祉事務所長が判断した者 

（４） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５条

に規定する精神障害者 

２ 前項に規定する者のほか，同項各号のいずれかに該当する者で，法第１９条第３項に規

定する特定施設入所障害者であって同項に規定する特定施設への入所前に有した居住地

（同項に規定する継続入所障害者にあっては，最初に入所した特定施設への入所前に有し

た居住地。以下「住所地特例地」という。）が市内である者は，地域生活支援事業の対象

とする。 

３ 第１項の規定に関わらず，住所地特例地が他の市区町村の区域内である者は，地域生活

支援事業の対象としない。 

（平２８規則３・一部改正） 

（利用の申請） 

第７条 地域生活支援事業を利用しようとする者又はその保護者（以下，「申請者」という。）

は，潮来市地域生活支援事業利用申請書（様式第５号）により福祉事務所長に申請をしな

ければならない。ただし，各事業の実施要綱に申請の方法等が別に規定されている場合に

は，各事業の実施要綱の規定に従うものとする。 

２ 前項に規定する申請にあたっては，前条第１項各号に規定する手帳，法第５４条に規定
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された自立支援医療受給者証又は診断書等のいずれかを提示するものとする。ただし，療

育手帳の交付を受けていない児童で，早期の療育が必要と福祉事務所長が認めた者につい

てはこの限りでない。 

（平２８規則３・一部改正） 

（利用の決定） 

第８条 福祉事務所長は，前条第１項の規定による申請があったときは，地域生活支援事業

の種類ごとに利用の可否を決定（以下「利用決定」という。）し，潮来市地域生活支援事

業利用決定（却下）通知書（様式第６号）により当該申請者に通知するものとする。 

２ 福祉事務所長は，利用決定にあたり，地域生活支援事業の実施事業者及び実施場所を指

定することができる。 

（平２８規則３・一部改正） 

（利用の変更及び廃止） 

第９条 利用決定を受けた障害者（以下「利用者」という。）又はその保護者は，次に掲げ

る事項に該当するときは，潮来市地域生活支援事業利用変更（廃止）届（様式第７号）に

より，速やかに福祉事務所長に届け出なければならない。 

（１） 利用者の住所等に変更があった場合 

（２） 利用者の心身状況に大きな変化があった場合 

（３） 利用の中止をしようとする場合 

（平２８規則３・一部改正） 

（利用の取消し） 

第１０条 福祉事務所長は，利用者が次の各号のいずれかに該当するときは，第５条の規定

による利用決定を取り消すことができる。 

（１） 第３条に定める対象者でなくなった場合 

（２） 不正又は虚偽の申請により利用決定を受けた場合 

（３） その他福祉事務所長が利用を不適当と認めた場合 

２ 福祉事務所長は，前項に基づく利用の取消しを行うときは，潮来市地域生活支援事業利

用決定取消通知書（様式第８号）をもって，当該利用者に通知するものとする。 

（平２８規則３・一部改正） 

（給付事業及び地域生活支援給付） 

第１１条 第２条に規定する地域生活支援事業のうちコミュニケーション支援事業，日常生

活用具給付等事業，移動支援事業，福祉ホーム事業，訪問入浴サービス事業，更生訓練費
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給付事業，日中一時支援事業及び生活サポート事業（以下「給付事業」という。）におい

ては，当該利用者又はその保護者に対し，当該給付事業に係るサービスに要した費用を給

付（以下「地域生活支援給付」という。）することとする。 

２ 地域生活支援給付の額は，給付事業の種類ごとに給付事業に係るサービスに通常要する

費用として，別に定める各事業の実施要綱で規定する費用の額から利用者が負担する額を

除いた額とする。 

３ 利用者が給付事業を利用したときは，福祉事務所長は，第１項及び第２項に規定する当

該利用者又はその保護者に支給すべき額の限度において，当該利用者又はその保護者に代

わり，地域生活支援事業サービス提供費の代理受領に係る申出書（様式第９号）をあらか

じめ福祉事務所長に提出している当該事業者に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払いがあったときは，利用者又はその保護者に対し地域生活支援給

付の支給が行われたものとみなす。 

（平２８規則３・一部改正） 

（助成等事業） 

第１２条 前条に規定する給付事業を除く地域生活支援事業のうち相談支援事業，地域活動

支援センター事業及び社会参加促進事業（以下「助成等事業」という。）は，費用の助成

又は費用の補助をもって行う。 

２ 前項に規定する助成等事業における助成又は補助の額は，別に定める各事業の実施要綱

で規定された額とする。 

附 則 

この規則は，公布の日から施行し，平成１８年１０月１日から適用する。 

附 則（平成２５年６月１０日規則第２６号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年２月１０日規則第３号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成２８年１月１日から適用する。 

附 則（平成２８年３月２４日規則第１１号） 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

 


